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ATTITUDES 
TO TORTURE

拷問に関する意識調査



調査について
2013年12月から2014年4月にかけ、21カ国21,221人の市民
を対象に、対面または電話で聞き取り調査を行った. 

下記の3設問に対し、強くそう思う、ある程度そう思う、あま
りそうは思わない、強くそう思わないの4択で質問した。

1) もし当局に身柄を拘束されても、私の国では拷問され
ないと確信している。

2) 拷問を明確に禁止するルールは非常に重要だ。なぜな
ら、拷問は非人道的な行為であり、国際的な人権の力を
弱めるからである。

3) 拷問は、市民を守る情報を得るために、時には必要であ
り、許される。

調査対象国：
アルゼンチン、チリ、ブラジル、ペルー、メキシコ、カナダ、米国、
オーストラリア、インド、インドネシア、韓国、中国、パキスタン、
トルコ、英国、ドイツ、ギリシャ、スペイン、ロシア、ケニア、
ナイジェリア

   ※調査は、アムネスティからの依頼で、国際的な調査コンサルティング
会社GlobeScanおよび各国における同社のパートナーが行った。

5大陸21カ国で2万1千人以上
を対象に行った聞き取り調査
の結果は――
• 半数近くの人（44％）が、身柄を拘束されたら
拷問されるかもしれないと恐れている。
• ほとんどの人 (82%) が拷問を明確に禁ずる
法が必要だと考えている。
• 3分の１以上の人が、市民を守るために拷問
が正当化されうる場合があると考えている。

パーセントの値は四捨五入のため、合計が100％にならない場合があります。
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もし当局に身柄を拘束されても、私の
国では拷問されないと確信している。 

拷問への恐れは、ブラジルとメキシコで一番多い。

低い国は、英国、オーストラリア、カナダで、
３/4以上の人が、拘束されても拷問されないと考えている。

拷問への恐れを感じるか、感じないか、
国によって受け止め方はさまざまである。 
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拷問を明確に禁止するルールは
非常に重要だ。なぜなら、拷問は
非人道的な行為であり、国際的
な人権の力を弱めるからである。
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国際的な世論は、拷問を禁止する
国際ルールに賛成している
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2.

拷問禁止の国際ルールに消極的なのは、アルゼンチン、インド、メキシコ、ナイジェ
リア、ペルーで、ルールが必要だと考える人は4分の3以下。

強く賛成しているのは、ギリシャ、ドイツ、スペイン、英国、オーストラリア、カナダ、
韓国、チリ。

すべての国で拷問禁止のルールに賛成する人が
大多数を占める。
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拷問は、市民を守る情報を得るため
に、時には必要であり、許される。
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3分の1以上の人が、市民を守るために拷問が
正当化される場合もあると考えている。
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中国とインドでは多くの人が、拷問は時により正当化されうると考えている。

ギリシャ、アルゼンチン、スペイン、ドイツ、ブラジル、チリでは、ほとんどの人が
たとえ市民を守るためであっても拷問は正当化できないと考えている。

情報を得るための拷問の是非は、意見が分かれる。
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拷問禁止のルールは必要
VS. 拷問は正当化できる

ギリシャ

80%

オーストラリア

76%

カナダ

74%

ドイツ

72%

スペイン

71%
英国

70%
韓国

69%
チリ

69%

ブラジル

64%
米国

58%
ケニア

57%
ロシア

56%

5% 5% 8% 6%

5% 8% 7% 7%

4% 14% 36% 6%



設問2に強く同意

拷問を明確に禁止するルールは非常に重要だ。なぜなら、拷問は非
人道的な行為であり、国際的な人権の力を弱めるからである。

設問3に強く同意

市民を守る情報を得るために、拷問は時に必要であり、許される。
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